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IV 特別調査 

【調査項目】 

  今回は、経年項目である「取引先金融機関の貸出姿勢」のほか、「カスタマーハラスメント対策の取

組状況等」について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【調査結果概要】 
 

１ 取引先金融機関の貸出姿勢について 
 

○ 取引先金融機関の貸出姿勢について聞いたところ、８５．０％の企業が「ほとんど変わらない」と

回答する中、「厳しくなった」は９．１％で、前回調査（令和５年１０～１２月期）より０．２ポイ

ント減少した。また、「緩やかになった」は５．９％で、前回調査より３．１ポイント増加した。 

 

○ 金融機関に期待することについて聞いたところ、「金利の優遇」（４８．４％）が最も多

く、次いで「安定した資金供給」（３８．２％）、「担保・保証条件の柔軟な対応」 

 （２１．３％）の順となった。 

 
２ カスタマーハラスメント（以下：カスハラ）対策の取組状況等について 

○ ここ数年（３年程度）でのカスハラ被害の発生状況について聞いたところ、「発生した」が  

（８．６％）、「発生していない」（８３．３％）であった。 

 

 ○ カスハラ対策の実施状況について聞いたところ、「対策を講じていない」（３５．０％）が最も

多く、「分からない、把握していない」（２４．９％）、「現場において対策を講じている」  

（１５．８％）の順となった。 

 

○ カスハラ被害の防止に向けて行政に期待する支援について聞いたところ、「対策に関する情報発

信」（４０．６％）が最も多く、「企業向けガイドラインの整備」（３３．８％）、「カスハラ防

止に向けた社会的気運の醸成」（３１．５％）の順となった。 
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○ 全体では、「ほとんど変わらない」（８５．０％）の回答割合が最も高かった。 

 

○ 「厳しくなった」の回答割合は９．１％で、前回調査（令和５年１０～１２月期）の９．３％より

０．２ポイント減少した。また、「緩やかになった」は５．９％で、前回調査の２．８％より３．１

ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取引先金融機関の貸出姿勢／全体／過去調査との比較（単一回答） 

9.1%

9.3%

11.1%

9.2%

9.3%

7.8%

9.5%

5.6%

8.2%

6.7%

7.9%

6.2%

10.1%

11.9%

17.2%

20.3%

27.7%

12.5%

9.6%

7.5%

10.0%

18.2%

32.4%

85.0%

87.9%

86.8%

87.3%

77.7%

88.8%

85.2%

84.8%

80.7%

85.9%

85.0%

85.3%

82.5%

81.2%

77.6%

75.1%

70.2%

79.8%

75.1%

70.4%

71.8%

65.6%

60.6%

5.9%

2.8%

2.1%

3.5%

13.0%

3.3%

5.2%

9.6%

11.1%

7.4%

7.1%

8.5%

7.4%

6.9%

5.2%

4.6%

2.1%

7.7%

15.3%

22.1%

18.1%

16.3%

7.0%

令和6年12月調査

令和5年12月調査

令和4年12月調査

令和3年12月調査

令和2年12月調査

令和元年12月調査

平成30年12月調査

平成29年12月調査

平成28年12月調査

平成27年12月調査

平成26年12月調査

平成25年12月調査

平成24年12月調査

平成23年12月調査

平成22年12月調査

平成21年12月調査

平成20年12月調査

平成19年12月調査

平成18年12月調査

平成17年12月調査

平成16年12月調査

平成15年12月調査

平成14年12月調査

厳しくなった ほとんど変わらない 緩やかになった
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○ （１）で貸出姿勢が「緩やかになった」と回答した企業にその理由を聞いたところ、「新規貸出し

の積極化」（６７．１％）が最も多く、次いで「担保・保証条件の緩和」（２８．８％）、「金利の

引下げ」及び「審査期間の短縮」（１５．１％）の順となった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引先金融機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

2.6%

9.0%

8.5%

8.9%

9.4%

1.9%%

11.8%

11.8%

7.3%

5.1%

10.4%

10.0%

87.2%

84.3%

82.3%

87.5%

85.9%

85.8%

81.8%

85.0%

86.3%

85.1%

82.0%

86.6%

10.3%

6.7%

9.2%

3.5%

4.7%

12.3%

6.4%

3.3%

6.5%

9.7%

7.6%

3.4%

非製造業

（n=526）

製造業

（n=531）

全体

（n=1,057）

厳しくなった ほとんど変わらない 緩やかになった

１～５（n=153）
６～２０人（n=187）
２１～５０（n=106）
５１人以上（n=85）

１～５人（n=257）

６～２０人（n=141）

２１～５０（n=89)

５１人以上（n=39）

１～５人（n=410）

６～２０人（n=328）

２１～５０人（n=195）

５１人以上（n=124）

「緩やかになった」と思う理由／全体／過去調査との比較（複数回答） 

0.0%

23.3%

14.0%

37.2%

11.6%

76.7%

3.6%

14.3%

7.1%

21.4%

10.7%

78.6%

0.0%

8.1%

8.1%

18.9%

21.6%

86.5%

6.8%

13.7%

15.1%

15.1%

28.8%

67.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

返済条件の緩和

審査期間

の短縮

金利の引下げ

担保・保証条件

の緩和

新規貸出し

の積極化

令和6年

12月調査

令和５年

12月調査

令和４年

12月調査

令和３年

12月調査
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○ （１）で貸出姿勢が「厳しくなった」と回答した企業にその理由を聞いたところ、「金利の引上

げ」（５２．９％）が最も多く、次いで「新規貸出しの消極化」（５１．０％）、「融資額の減額」

（２３．１％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「厳しくなった」と思う理由／全体／過去調査との比較（複数回答） 

5.3%

8.8%

16.7%

25.4%

23.7%

46.5%

28.1%

6.9%

4.9%

11.1%

18.1%

25.7%

47.9%

31.9%

8.5%

5.1%

17.8%

27.1%

17.8%

46.6%

33.9%

8.7%

9.6%

14.4%

19.2%

23.1%

51.0%

52.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

条件変更申出

の拒否

審査期間

の長期化

担保・保証条件

の厳格化

融資額

の減額

新規貸出し

の消極化

金利の引上げ

令和6年

12月調査

令和5年

12月調査

令和4年

12月調査

令和3年

12月調査
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○ 金融機関に期待することについて聞いたところ、全体では「金利の優遇」（４８．４％）が最も多

く、次いで「安定した資金供給」（３８．２％）、「担保・保証条件の柔軟な対応」（２１．３％）

の順となった。 

 

 

  

金融機関に期待すること/全体・製造業・非製造業/ (複数回答) 

48.4%

38.2%

21.3%

20.4%

19.7%

16.6%

7.7%

7.0%

5.6%

3.3%

2.8%

0.9%

23.5%

51.9%

42.8%

24.1%

25.0%

21.1%

20.0%

8.0%

8.9%

5.0%

2.4%

2.4%

0.6%

18.1%

45.7%

34.7%

19.2%

17.0%

18.7%

14.1%

7.5%

5.6%

6.0%

4.0%

3.1%

1.1%

27.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

金利の優遇

安定した資金供給

担保・保証条件の柔軟な対応

補助金申請の支援

経営に役立つ情報の提供

取引先の紹介、販路開拓支援

事業承継支援

据置期間の延長など

既存債務の条件変更

経営改善についての助言

事業計画策定についての助言

価格転嫁に関する助言

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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○ ここ数年（３年程度）でのカスハラ被害の発生状況について聞いたところ、全体では「発生した」

が８．６％、「発生していない」が８３．３％であった。 

 

○ 業種別にみると、製造業・非製造業ともに「発生していない」と回答した企業の割合が「発生し

た」と回答した企業の割合よりも高かったが、「発生した」と回答した企業の割合を比べると、非製

造業の方が製造業より６．４ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カスハラ被害の発生状況/全体・製造業・非製造業/ (単一回答) 

8.6%

5.0%

11.4%

83.3%

88.6%

79.4%

8.1%

6.4%

9.3%

全体

製造業

非製造業

発生した 発生していない 分からない、把握していない
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○ カスハラ被害の発生状況について「発生した」と回答した企業の業種をみると、「飲食店」（２

１．４％）、「不動産業」（２０．５％）、「サービス業」（１２．８％）などで回答割合が高くな

っている。「発生していない」と回答した企業の業種をみると、「プラスチック製品」（９５．

６％）、「輸送用機械器具」（９３．０％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（９２．１％）で回答割合が高

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カスハラ被害の発生状況/業種詳細(単一回答) 
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    ＊（１）で「発生した」と回答した１０９社のうち９４社の回答割合 

 

○ （１）で「発生した」と回答した企業にカスハラ行為の具体的な内容について聞いたところ、全体

では「威圧的な言動」（６８．１％）が最も多く、次いで「継続的な、執拗な言動」（３９．

４％）、「著しく不当な要求」（３３．０％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.1%

39.4%

33.0%

16.0%

4.3%

4.3%

3.2%

8.5%

52.6%

47.4%

36.8%

15.8%

0.0%

0.0%

0.0%

15.8%

72.0%

37.3%

32.0%

16.0%

5.3%

5.3%

4.0%

6.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

威圧的な言動

（大声で責める等）

継続的な、執拗な言動

（頻繁なクレーム等）

著しく不当な要求

（代金の支払い拒否等）

精神的な攻撃

（脅迫、土下座の要求等）

拘束的な言動

（居座り等）

業務内容と関係のない言動

（性別や容姿への侮辱等）

身体的な攻撃

（暴行等）

その他

全体(n=94)

製造業(n=19)

非製造業(n=75)

カスハラ行為の内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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   ＊（１）で「発生した」と回答した１０９社のうち１０９社の回答割合 

 

○ （１）で「発生した」と回答した企業にカスハラ行為による自社への影響について聞いたところ、

全体では「通常業務に支障が出た」（４３．６％）が最も多く、次いで「行為を受けた従業員のモチ

ベーションが低下した」（３９．１％）、「金銭的損失が生じた」及び「特に影響は生じていない、

把握していない」（２３．６％）の順となった。 

 

 

  

カスハラ行為の影響/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

43.6%

39.1%

23.6%

23.6%

15.5%

4.5%

6.4%

29.6%

37.0%

33.3%

33.3%

11.1%

11.1%

3.7%

48.2%

39.8%

20.5%

20.5%

16.9%

2.4%

7.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

通常業務に支障が出た

（対応に著しい手間がかかった等）

行為を受けた従業員の

モチベーションが低下した

金銭的損失が生じた

（代替品の提供等）

特に影響は生じていない、

把握していない

行為を受けた従業員の心身に影響があっ

た（通院、休業等）

行為を受けた従業員が離職した

その他

全体(n=109)

製造業(n=27)

非製造業(n=82)
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○ カスハラ対策の実施状況について聞いたところ、全体では「対策を講じていない」（３５．０％）

が最も多く、次いで「分からない、把握していない」（２４．９％）、「現場において対策を講じて

いる」（１５．８％）の順となった。 

  

35.0%

24.9%

15.8%

15.0%

9.3%

41.1%

21.4%

13.3%

16.0%

8.1%

30.4%

27.4%

17.6%

14.3%

10.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

対策を講じていない

分からない、把握していない

現場において対策を講じている

対策を検討している

会社全体で対策を講じている

全体(n=1,211)

製造業(n=518)

非製造業(n=693)

カスハラ対策の実施状況/全体・製造業・非製造業(単一回答) 
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○ （４）で「会社全体で対策を講じている」と回答した企業に具体的な対策について聞いたところ、

全体では「相談体制の整備」（６６．４％）が最も多く、次いで「社員研修、セミナーの実施」（２

５．７％）、「マニュアルの整備」（１８．６％）の順となった。 

  

66.4%

25.7%

18.6%

15.9%

11.5%

12.4%

61.0%

29.3%

17.1%

7.3%

17.1%

14.6%

69.4%

23.6%

19.4%

20.8%

8.3%

11.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

相談体制の整備

社員研修、セミナーの実施

マニュアルの整備

被害者へのメンタルヘルスケアの実施

社外的な意思表明

その他

全体(n=113)

製造業(n=41)

非製造業(n=72)

具体的な対策/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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   ＊（４）で「対策を講じていない」と回答した４２４社のうち４１９社の回答割合 

 

○ （４）で「対策を講じていない」と回答した企業に、その理由について聞いたところ、全体では 

「対策の必要性を感じていない」（７１．４％）が最も多く、次いで「事象がハラスメントに該当す

るかどうかの判断が難しい」（１７．７％）、「対策を講じるためのノウハウがない」（１６．

５％）の順となった。 

  

71.4%

17.7%

16.5%

10.3%

7.2%

3.1%

77.0%

15.0%

14.1%

8.5%

3.8%

3.3%

65.5%

20.4%

18.9%

12.1%

10.7%

2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

対策の必要性を感じていない

事象がハラスメントに該当するかどうか

の判断が難しい

対策を講じるための

ノウハウがない

対応するための適切な人材が

社内にいない

どこに相談すればよいか

分からない

その他

全体(n=419)

製造業(n=213)

非製造業(n=206)

対策を講じていない理由/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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○ カスハラ被害の防止に向けて行政に期待する支援について聞いたところ、全体では「対策に関する

情報発信」（４０．６％）が最も多く、次いで「企業向けガイドラインの整備」（３３．８％）、

「カスハラ防止に向けた社会的気運の醸成」（３１．５％）の順となった。 
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（１）1 年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出姿勢 

ア 緩やかになった 5.9% イ ほとんど変わらない 85.0% 

ウ 厳しくなった 9.1％ 

（２）貸出姿勢が「緩やかになった」と思う理由(複数回答) 

※（１）で「緩やかになった」を選択した企業 

ア 新規貸出しの積極化 67.1％ イ 金利の引下げ 15.1% 

ウ 担保・保証条件の緩和 28.8％ エ 返済条件の緩和 13.7％ 

オ 審査期間の短縮 15.1％ カ その他 6.8% 

（３）貸出姿勢が「厳しくなった」と思う理由(複数回答) 

※（１）で「厳しくなった」を選択した企業 

ア 新規貸出しの消極化 51.0% イ 金利の引上げ 52.9% 

ウ 融資額の減額 23.1% エ 担保・保証条件の厳格化 19.2% 

オ 審査期間の長期化 14.4% カ 条件変更（リスケ）申出の拒否 9.6% 

キ その他 8.7％ 

（４）金融機関に期待すること(複数回答) 

ア 安定した資金供給 38.2% イ 金利の優遇 48.4% 

ウ 担保・保証条件の柔軟な対応 21.3% エ 経営改善についての助言 5.6% 

オ 事業計画策定についての助言 3.3% カ 既存債務の条件変更 7.0% 

キ 補助金申請の支援 20.4% ク 取引先の紹介、販路開拓支援 16.6% 

ケ 事業承継支援 7.7% コ 経営に役立つ情報の提供 19.7% 

サ 価格転嫁に関する助言 2.8% シ 特になし 23.5% 

ス その他 0.9％ 



埼玉県四半期経営動向調査（令和６年１０月～１２月期） 

- 47 - 

（１）ここ数年（３年程度）のカスハラ被害発生状況 

ア 発生した 8.6% イ 発生していない 83.3% 

ウ 分からない、把握していない 8.1%   

（２）カスハラ行為の具体的な内容(複数回答) ※（１）で「発生した」を選択した企業 

ア 身体的な攻撃 3.2%                         イ 精神的な攻撃 16.0% 

ウ 威圧的な言動 68.1%                        エ 継続的な、執拗な言動 39.4% 

オ 拘束的な言動 4.3%                 カ 業務内容と関係のない言動 4.3% 

キ 著しく不当な要求 33.0%             ク その他 8.5% 

（３）カスハラ行為による影響(複数回答) ※（１）で「発生した」を選択した企業 

ア 従業員の心身に影響があった（通院休業等）15.5% イ 従業員が離職した 4.5% 

ウ 金銭的損失が生じた 23.6%                  エ 通常業務に支障が出た 43.6% 

オ 従業員のモチベーションが低下した 39.1%     カ 特に影響はない、把握していない 23.6% 

キ その他 6.4% 

（４）カスハラ対策の実施状況 

ア 会社全体で対策を講じている 9.3%         イ 現場において対策を講じている 15.8% 

ウ 対策を講じていない 35.0%                  エ 対策を検討している 15.0% 

オ 分からない、把握していない 24.9% 

（５）カスハラへの具体的な対策（複数回答） 

※（４）で「会社全体で対策を講じている」を選択した企業 

ア 相談体制の整備 66.4%               イ 被害者へのメンタルヘルスケア実施 15.9% 

ウ マニュアルの整備 18.6%                   エ 社員研修、セミナーの実施 25.7% 

オ 社外的な意思表明 11.5%             カ その他 12.4% 

（６）対策を講じていない理由（複数回答） 

※（４）で「対策を講じていない」を選択した企業 

ア 事象がハラスメントに該当するかどうかの判断が難しい 17.7% 

イ 対策を講じるためのノウハウがない 16.5% 

ウ 対応するための適切な人材が社内にいない 10.3% 

エ どこに相談すればよいか分からない 7.2% 

オ 対策の必要性を感じていない 71.4% 

カ その他 3.1% 

（７）カスハラ被害の防止に向けて行政に期待する支援（複数回答） 

ア 対策に関する情報発信 40.6% 

イ 企業向けガイドラインの整備 33.8% 

ウ 対策に関する研修やセミナー等の開催 11.9% 

エ 対策を講じるために必要な費用の助成 8.4% 

オ 相談窓口の整備 27.8% 

カ 専門家によるアドバイス 10.0% 

キ 顧客・取引先等への啓発（消費者の理解促進等） 23.9% 

ク カスハラ防止に向けた社会的気運の醸成 31.5% 

ケ その他 5.3% 


